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河内長野市では、平成 27（2015）年に国連サミットにおい

て採択された SDGs（Sustainable Development Goals-持続可能な

開発目標）「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のあ

る社会」の実現をめざし、経済、社会、環境をめぐる幅広い分

野の課題に対して総合的に取り組むこととしています。 

本計画は、SDGsの17の目標のうち、次の目標の達成に向けた取り組みを推進するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

目標１【貧困をなくそう】 
あらゆる場所あらゆる形態の貧困を

終わらせる 

目標２【飢餓をゼロに】 
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄

養の改善を実現し、持続可能な農業を

促進する 

目標３【すべての人に健康と福祉を】 
あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標４【質の高い教育をみんなに】 
すべての人々への包括的かつ公平な

質の高い教育を提供し、生涯学習の機

会を促進する 

目標５【 】 
ジェンダー平等を達成し、すべての女

性及び女子の能力強化（エンパワーメ

ント）を行う 

目標６【 】 
すべて人々の水と衛生の利用可能性

と持続可能な管理を確保する 

目標７【 】 
すべて人々の、安価かつ信頼できる持

続可能な現代的エネルギーへのアク

セスを確保する 

目標８【働きがいも経済成長も】 
包括的かつ持続可能な経済成長、及び

すべての人々の完全かつ生産的な雇

用と適切な雇用を促進する 

目標９【 】 
強靭なインフラ構築、包括的かつ持続

可能な産業の促進、及びイノベーショ

ンの拡大を図る 

目標 10【 】 
各国内及び各国間の不平等を是正す

る 

目標 11【 】 
包括的で安全かつ強靭（レジリエン

ト）で持続可能な都市及び人間居住を

実現する 

目標 12【つくる責任つかう責任】 
持続可能な生産消費形態を確保する 

目標 13【 】 
気候変動及びその影響を軽減するた

めの緊急対策を講じる 

目標 14【海の豊かさを守ろう】 
持続可能な開発のために、海洋・海洋

資源を保全し、持続可能な形で利用す

る 

目標 15【陸の豊かさも守ろう】 

目標 16【 】 

目標 17【 】 
持続可能な開発のための実施手段を

強化し、グローバル・パートナーシッ

プを活性化する 
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１．策定の趣旨 

この計画は、市が策定した河内長野市教育大綱に定められた「基本理念」及び６つの方針をもとに、教育

委員会で１９の教育の目標を策定し、毎年度の取組みについて定めるものです。 

 

２．策定の経過 

平成27年４月「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改正され、新しく設置された「総合教育

会議」で、市長と教育委員会が協議し、市長は平成 28 年４月に「第１期河内長野市教育大綱」を定めま

した。 

この度、第 1期教育大綱の対象期間（平成 28年度～令和2年度）が終了するにあたり、第 1期での

成果や課題、新たな課題も踏まえつつ、第 2期（令和３年度～令和７年度）の大綱が策定されました。 

教育推進プランは、この第２期教育大綱で定められた基本理念、６つの方針をもとに、１９の教育の目標

を策定し、毎年度の主な取組みについて定めるものです。 

 

３. 教育推進プランの構成 

 本プランは、第１部「河内長野市教育推進プランの策定にあたって」と第２部「教育の目標」及び第３部

「令和７年度に実施する教育施策」の３部で構成するものです。 

 第２部「教育の目標」は６つの方針に基づく中期的な目標を示すもので、計画期間は令和３年度から令

和７年度までの５年間とします。 

また、第３部「令和７年度に実施する教育施策」は、教育推進プランで定めた目標を着実に推進するた

めに、毎年度の実施計画として取り組む施策を示すものであり、計画期間としては１年間で、毎年度見直し

を行うものとします。 

 

４．計画の進行管理 

本プランで定めた教育の目標を達成するため、教育の実施施策を策定し、計画的かつ効果的に取組みを

進めます。 

また、その際、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理をおこなうため、毎年「河内長野市の教育の現状」（自己

点検評価）を作成し、各実施施策の実施状況を十分に分析し、成果と課題について点検評価を行うととも

に、実施施策の取組み内容の見直しを重ねながら効果的な教育の実現をめざします。 
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    ［計画の構成と進行管理］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河内長野市の教育の現状 

(自己点検評価) 

Check(点検・評価) 

Do(実行) Action(反映) 

令和７年度に実施する教育施策 

Plan(計画) 

【実施計画】 

毎年度 

河内長野市 

教育の目標 

【基本計画】 
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１．教育大綱の６つの方針に応じた１９の目標 

 ６つの方針に基づき、令和３年度から令和７年度の５年間で取り組む目標を１９設定し、その達成に向

け取り組みます。 

 

方針Ⅰ  

 

 

  

  

 

目標１ 確かな学力の定着（学校教育課） 

変化が激しく予測困難な社会において、自ら人生を切り拓き、主体的に課題を解決していくためには、生きて

働く知識・技能の習得、未知の状況にも対応できる思考力・表現力・判断力、学びを人生や社会に生かそうとす

る学びに向かう力・人間性の涵養等の資質・能力が求められます。 

また、学習指導要領の理念を踏まえた次世代の学校教育では、子どもたちに基礎的・基本的な内容を確実

に習得させるとともに、一人ひとりの課題に対して適切に対応し、子どもたちが学ぶことの意義を実感しながら主体

的・対話的で深い学びを実現できるよう、質の高い教育を提供するため指導体制を充実させていくことが必要で

す。 

学校の教育目標を社会と共有し、設定した目標の実現をめざして、学校と家庭・地域が連携しながら適切な

教育課程を編成し、地域の実情に応じた教育活動を実施します。 

 

 目標２ 豊かでたくましい人間性を育む教育の充実（学校教育課） 

今後、グローバル化がさらに進展する中では、様々な文化や多様な価値観を背景とする人々と対話・協働し

ながら、物事を多面的・多角的にとらえ、互いを尊重し合いながら生きていく力が必要になります。 

子どもたちが、自己の生き方を考え、主体的に判断・行動し、自立した人間として他者と協働してよりよく生きる

ための基盤となる道徳性を養うことができるよう、「特別の教科 道徳」の授業を要として、学校の教育活動全体

生涯にわたる学習の基礎となる知・徳・体の調和がとれた「生きる力」を育み、学んだことを

活用できる能力の育成を図るとともに、人権尊重の精神を涵養し、ともに学びともに育つ教

育の充実を図ります。また、安全で安心して学ぶことができる、質の高い教育体制や教育環

境の維持・充実に取り組みます 
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の中で、人・社会・自然と関わる豊かな体験活動を重視し、学校と家庭・地域が一体となる取組みを進めます。 

また、いじめや虐待問題が顕在化し性的マイノリティの人権問題、グローバル化、情報化の進展に伴う新たな

課題が生起しており、子どもたちを取り巻く人権課題は複雑化・多様化しています。 

人権課題の解決に向けて、河内長野市人権教育基本方針等に基づき、教職員が人権に対する理解を深め、

いじめをはじめとする様々な人権問題に対応できる能力を高める取組みを進めるとともに、すべての子どもたちにと

って学校が安心して学ぶことのできる場所となるよう、人権尊重の視点に立ってすべての教育活動を進めます。 

 

目標３ 健やかな体づくりの充実（学校教育課） 

社会生活全体が便利になり、生活する上で高い運動技能や多くの運動量が必要ではなくなるとともに、子ども

たちの外遊びの機会や場所も失われつつあります。また、パソコンやスマートフォン等の普及が、子どもたちの生活

習慣にも大きな影響を及ぼし始めています。一方、習い事等で専門的な運動技術を伸長させる子どもも増えて

おり、子どもの体力の二極化が進んでいます。 

そのため、学校では、ＩＣＴ機器等の有効活用により、子どもたちが継続的に自身の伸びを記録させ、運動に

対する意欲や関心を高めることができるよう、体育・保健体育の授業、運動部活動を中心として学校教育全体

で体力の向上に取り組みます。 

また、休み時間や学校行事等の機会を活用して全校で体を動かす時間を各校の教育課程に位置付けること

により、児童生徒が楽しんで運動することができるよう、体力向上の取組みを進めます。 

 

 目標４  支援教育の充実（学校教育課） 

それぞれの子どもが、地域社会の中で積極的に活動し、充実した学校生活を通じて「生きる力」を身に付けら

れるよう、インクルーシブ教育システムの構築を引き続き推進する必要があります。そのために、これまで本市が取り

組んできた、すべての子どもが『ともに学び ともに育つ』という観点からの学校づくりを継承し、互いの違いを認め合

える集団づくりに取り組みます。 

また、通常の学級においてもユニバーサルデザインの観点を取り入れた授業を展開し、支援の必要な子ども一

人ひとりの実態や教育的ニーズに応じて、適切な指導及び支援が効果的に行われるよう、すべての教職員の専

門性の向上に努めます。そのために、関係機関等と連携し、就学前から社会参加に至るまで一貫した指導・支

援がつながるように取り組みます。 

 

目標５ 食に関する指導の充実（学校教育課） 

社会環境の変化やライフスタイルの多様化が進み、健全な食生活を実践することが難しい場面が増加していま

す。子どもたちの食生活の乱れや健康を取り巻く問題が深刻化しており、学校・家庭・地域が連携して、時代を
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担う子どもたちの食習慣を形成していく必要があります。こうした現状を踏まえ、「河内長野市食育推進計画」に

基づき、子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学校においても積極

的に食育に取り組んでいくことが重要となっています。 

また、共働き世帯の増加に伴う家事労働が増える等の社会状況の変化に伴い、中学校の全員給食を実施し

ていきます。そのため、本市学校給食における学校給食施設整備の課題を整理するとともに、給食の調理や提

供の方法をはじめ、食育指導の内容や学校体制の整備など、様々な課題の解決に向けて、本市の子どもたち、

保護者のために最も適した学校給食の提供に取り組みます。 

 

 目標６  伝統・文化や英語教育等の特色ある教育の推進（学校教育課、社会教育第２課） 

知識基盤社会やグローバル化の進展により国際的な相互依存関係がより深まっていく中で、郷土や国で育ま

れてきた優れた伝統・文化について理解を深めるとともに、国際的視野で他国の文化や習慣を尊重する態度を

養う教育を推進する必要があります。 

そのため、本市で平成２３年度より取組みを始めた、郷土の歴史や伝統文化に関する学習「ふるさと学」を継

続し、日本遺産に認定された貴重な歴史文化遺産を活用した体験的な学習や郷土歴史学習施設等を活用

した出前授業の実施により、指導内容の充実に取り組みます。 

また、英語教育充実に努め、子どもたちが英語を使う楽しさや必要性を体感でき、英語学習の意欲向上につ

ながる環境を整え、異文化を体験したり、英語を用いた参加体験型の教育プログラムを提供します。 

 

目標７  ICT環境等を活用した教育の充実（学校教育課） 

コンピュータ等の情報技術は、急激な進展を遂げており、人々の日常生活に浸透しています。情報技術は今

後も飛躍的に進展していくと考えられ、人々のあらゆる行動によって膨大な情報が蓄積されていくことが予想されま

す。このような社会において、何が重要な情報かを主体的に考え、見出した情報を他者と協働しながら活用して

いくための情報活用能力の育成が重要となってきます。 

そのため、１人１台学習者用端末のある環境を最大限生かし、児童生徒が主体的に他者と協働しながら学

びを進め、自らの思考力や表現力を高めていけるよう、ＩＣＴ活用の弊害も問題視されている面もあることから、

授業におけるＩＣＴ機器の新たな有効活用とともに調和のとれた活用について研究を進めます。 

また、これまで本市で取組みを進めてきた国際理解教育や遠隔交流の実践を生かし、学校間での遠隔授業

の実践や不登校児童生徒の学習保障の充実等の課題の解決に向けて、研究・実践を進めます。 

※ ICT：Information and Communication Technology(情報通信技術)の略 
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目標８  一貫性のある指導体制の構築（学校教育課） 

本市で平成 24年度から取り組んでいる小中一貫教育では、「中学校への不安がなくなった」と感じている児

童・保護者の割合や、小中学校教員の相互交流の機会が増加するなどの成果を上げてきました。一方で、いじ

めや不登校件数が増加しており、複雑化する課題に対して、小中学校の連携強化を図りながら、解決につなげ

ていく必要があります。また、今後の少子化の更なる進行により、児童生徒の社会性や協調性の育成に課題が

生じる懸念が出てきています。 

そのため、市内全中学校区で展開している小中一貫教育をさらに推進するとともに、「河内長野市学校のあり

方の方針」を踏まえ、施設一体型小中一貫教育推進校の設置による有効な取組みを拡大し、小中学校の段

差の解消、小規模化による課題を解消できる、魅力ある学校づくりを進めます。 

 

 目標９ 家庭・地域との協働による学校づくりの推進（学校教育課） 

今、子どもの豊かな育ちと学びを創造するために、学校と家庭・地域とがそれぞれの役割と責任を自覚し、相互

に協力し合い、子どもたちを育む風土を醸成していくことが求められています。 

そのため、「地域とともにある学校づくり」を掲げ、市内全小中学校に設置された家庭・地域との協働による学校

運営協議会を有効に機能させ、学習指導要領の理念である「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学

校と家庭・地域が協働した取組みを進めます。 

 

 目標 10   安全・安心な学校施設の維持・充実（教育総務課） 

学校施設は、児童生徒が一日の大半を過ごす学習・生活の場であり、豊かな人間性を育むための教育環境

として重要な役割を果たしています。また、災害時には避難所になるとともに、今後は余裕教室などを教育コミュニ

ティの場として活用することなども期待されることから、地域の特性に応じた、子どもたちにとってより良い学校の学

校教育のあり方と方策について考えを示した「河内長野市学校のあり方の方針」に基づき取組みを進めます。 

一方で、学校施設のほとんどが、建築後４０年を超え、老朽化も進んできています。そのため、児童生徒をは

じめ、学校を利用するすべての人々にとって、学校が安全で安心な施設として機能するように、長寿命化および

危機管理の充実等の学校施設の維持・充実に取り組みます。 

 

目標11 学校教育を支える教育環境の維持・充実（教育総務課） 

近年の児童生徒を取り巻く社会環境は大きく変化し、児童生徒一人ひとりが、その変化に対応し、高度情報

化社会を生き抜く必要な知識や能力を身に着けることが必要です。 

そのため、高度情報化社会に対応する ICT 機器や教育委員会と全小中学校を繋ぐ教育情報ネットワークの
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安定的な運用などを図り、教育内容の多様化にも対応できる質の高い教育環境の維持・充実に取り組みます。 

また、小中一貫教育の推進とともに学校の小規模化や社会性・コミュニケーションの育成等の課題に対応する

ために、施設一体型小中一貫教育推進校の整備を進めます。 

 

方針Ⅱ  

 

 

  

 

 目標 12   市民のニーズに応じた学びの場や機会の提供と市民の学習活動支援体制の充実（社会教

育第１課） 

市民の生涯学習を推進するため、河内長野市民大学「くろまろ塾」や様々な展示・啓発などを通じて学びの

場、機会の提供に取り組んでいます。今後とも、生涯にわたる学びの成果を社会や地域に活かしていくため、学習

機会の充実や支援が求められています。また同時に市民公益活動団体・地域活動団体等の既存活動団体と

の協働による地域力の向上が課題です。 

そのため、生涯学習を個人の生きがいや自己実現だけではなく、社会や地域に還元できるよう、まちづくりや行

政、団体等との協働を担う人材の育成に取り組みます。 

 

 目標 13  社会教育の推進（社会教育第１課） 

人口減少、核家族化などによる地域活動の担い手の減少や地域のつながりが希薄化するなど、今日、個人や

地域が抱える課題が多様化・複雑化しています。このことから地域の様々な課題解決に向けて、一人ひとりが能

動的に行動し協働による地域づくりが可能となる学習が求められてきています。 

特に、社会教育を推進する公民館は学びの拠点として、社会教育を基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づ

くりの好循環を目指し、施設の老朽化・利用者の固定化等の公民館の抱える様々な課題の解決を図りつつ、現

代的課題に対応した学習機会を充実していきます。また、学校の小規模化が進む小学校と公民館の複合化を

順次進めるとともに、学社融合による学びの場とその内容の充実を図ります。 

  

 目標 14 市民の読書活動の推進（社会教育第２課） 

読書は、豊かな人間性を育む上で非常に有効であり、継続的な読書活動の推進や、その楽しさを子どもたち

に伝えるための持続的な取組みが求められています。このため、「河内長野市子ども読書活動推進計画」に基づ

き、子どもたちをとりまく関係機関や地域との連携を図り、読書環境の醸成に取り組みます。 

地域や家庭での学習の機会や場を充実させ、あらゆる世代の学びを進め、学びの成果を活

かしていく生涯学習の推進に取り組みます。 
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また、図書館事業計画に基づき、障がい者、高齢者を含めた多様な市民が読書に親しむことができるように図

書館への来館が困難な利用者への郵送貸出ほか利用者に対応したサービスの充実を図ります。 

資料の収集においては、市民の生活や仕事、地域の課題について利用者自らが解決できるよう、医療・健康・

福祉・英語多読ほか時代に即した資料（録音図書や電子書籍なども含む）の整備に取り組みます。さらにこれ

らを活用して、多様なテーマの資料展示や講座の実施などにより、読書振興を図ります。 

また、読書活動推進に寄与するボランティアの活動支援にも取り組み、市民の読書活動を推進します。 

 

 目標 15  図書館や公民館図書室の充実（社会教育第２課） 

市民の情報収集拠点である図書館として、市民が図書館資料のほかにインターネットを利用した情報入手が

できる環境を整備します。図書館内でWi-Fi 利用環境を提供するとともに、レファレンス（調査相談）サービスを

実施することで情報収集の支援を行います。新しい生活様式に対応しつつ、障がいの有無にかかわらず利用しや

すい図書館となるよう電子書籍などの利用を推進します。 

また、市内全域への図書館サービス提供を推進するため公民館図書室や自動車文庫の活用に努め、図書

館遠隔地の市民の利便性を高めます。 

 

方針Ⅲ  

 

 

 

 目標 16  歴史文化遺産の保存・継承と活用（社会教育第２課） 

本市は、全国有数の歴史文化遺産が集中する地域であり、令和元年度に1件、令和２年度に2件の日本

遺産の認定を受けました。これらがまちの価値を高める重要な資源となっている一方で、少子高齢化、人口減少

が加速している今日の状況は、歴史文化遺産の保存や継承にも大きな影響を与えつつあります。 

このような社会情勢を受けて、令和元年度に策定した「河内長野市文化財保存活用地域計画」に基づき、

様々な組織、団体や個人と連携しつつより大きな枠組みをもって歴史文化遺産の保存と継承、文化の伝承の

充実を図ります。 

一方で活用の面では、郷土歴史学習や歴史文化遺産の講演会等を通じて、ふるさと意識の高揚や歴史的

景観の啓発を図り、地域に伝わる歴史文化遺産や歴史的コンテンツを様々な市民団体と連携して活用する事

により地域づくりを進めます。さらに日本遺産のテーマを基に、本市の歴史的魅力を広く情報発信し観光分野等

での活用を推進します。 

 

「ふるさと河内長野」に誇りと愛着を持ち、大切に思う感情を醸成するため、歴史文化遺産の

保護と伝承に取り組みます 



 

9 

方針Ⅳ   

 

 

 

 令和７年度からは、組織機構改革により市長部局（成長戦略局 成長戦略部 文化・スポーツ活性課）

所管事業となります。 

 

方針Ⅴ  

 

 

 

目標 17  青少年の健全な成長を支援する体制づくり（社会教育第１課） 

地域での人間関係の希薄化が進む今日の社会では、様々な機会を通じて青少年の健全な成長を支援する

ため、青少年の健全育成にかかわる市民や団体等と連携し、青少年の積極的な社会参加を促す体制づくりが

必要となります。 

そのため、青少年指導員や青少年健全育成会をはじめとした青少年の健全育成にかかわる市民や団体等と

協働し、青少年を育む地域での体験活動等の充実や若者が自立するための支援策等を実施するとともに、子ど

もたちの安全・安心を見守る施策に取り組みます。 

 

目標18  家庭の教育力の向上（社会教育第１課） 

近年、核家族化の進展等により、家庭における教育の機会が少なくなってきていると言われています。また、家

庭だけでの子育てが大きな負担となっていることから、地域ぐるみで子育てをサポートする市民主体の活動を推進

し、更なる地域ぐるみの子育て支援が求められています。 

そのため、大阪府教育委員会が作成した子どもの成長とともに親自身が学び、育っていくことを目的とした「親

学習プログラム」に基づき、本市独自の体制である「親楽習（おやがくしゅう）」事業を展開していきます。また、保

護者をはじめ、地域住民、将来の親世代となる小中学生を対象とした家庭における教育の重要性について理解

が深まるよう、学習機会の提供を行います。 

また、地域ぐるみの市民主体による取組みとして、子育てを支援する人間関係づくりを醸成します。 

 

 

家庭・地域の教育力を高め、地域総ぐるみで子どもたちを守り育む地域社会づくりに取り組み

ます。 

子どもから高齢者まで生涯にわたり、健康づくりや生きがいづくりにつなげることができる、スポ

ーツ環境の向上を図ります。 
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 目標 19  地域総ぐるみで子どもを守り育む環境づくり（社会教育第１課、学校教育課） 

近年、市民の価値観やライフスタイルの多様化、核家族化などの急激な社会変化によって、学校が様々な課

題を抱えるとともに、学校に対して家庭や地域から学校の持つ能力を超える役割を求める声が多く寄せられていま

す。このような状況の中で、これまで以上に学校、家庭、地域の連携協力のもとで進めていくことが不可欠となって

います。 

そのため、学校教育と社会教育（家庭教育を含む）との学社連携や学社融合の従来からの取組みに加え、

学校と公民館の複合化が実施される地域から新たな活動をモデル実施に位置づけて取り組みます。 

また、様々な体験活動を提供し、子どもたちの「生きる力」を育むため、地域住民の参加促進を得て、子ども教

室等の充実に取り組み、地域の教育コミュニティづくりを推進します。 

さらに、市民やボランティア団体、大学等と連携するなどの体制づくりを強化し、子どもたちに様々な体験を提供

していきます。 

 

方針Ⅵ  

 

 

 

 令和７年度からは、組織機構改革により市長部局（成長戦略局 成長戦略部 文化・スポーツ活性課）

所管事業となります。 

 

市民一人ひとりが、外国人や外国につながりのある人々の多様な文化や価値観を理解しあ

い、誰とでも支えあってともに生きていくための学びを推進します。 
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この令和７年度に実施する教育施策は、６つの方針に位置付けられた１９の目標についての、令和７年度

の目標ごとの主な取組みを示すものです。 

なお、主な取組みの中でも、特に今年度重点を置いて実施する教育施策を「重点実施施策」として位置付け

ています。 

また、施策ごとに「教育内容（内容）」、「教育体制（体制）」、「教育環境（環境）」の３つに分類し、さ

らに「新規（新）」、「充実（充）」、「継続（継）」のいずれかに分類しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（●●・新）…新規（新たに始める事業 または 継続事業だが単年度ごとに実施する事業） 

（●●・充）…充実（継続事業を、新たな事業を追加等して実施する事業） 

（●●・継）…継続（前年度と同内容で実施する事業） 

 

各用語の解説 
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目標１ 確かな学力の定着 

                    学校教育課                                                                

 

１．学習指導要領の確実な実施（内容・充） 

児童生徒が、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、課題を解決し、未知の状況にも対応

できる思考力・判断力・表現力等の育成を図るとともに、学びを人生や社会に生かそうとする学びに向かう力

や人間性を育みます。 

子どもたちが、学ぶ意義を理解し、意欲を高め、自ら日常の生活や地域・社会等に関する課題を見つけ、

解決につなげるために必要となる一連の能力を身に付けることができるよう、社会や地域とつながる探究的な

学びを充実させます。 

また、児童生徒が目的や意図に応じて文章の内容を的確に読み取る読解力や、場面や状況に応じて考

えを伝え合う表現力など、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた取組みを推進します。 

特に、図書館資料を活用した調べ学習や読書感想文の取組み、書評合戦など表現力・読解力を育成

する学習活動を展開し、言語活動の充実を図ります。 

【事業名：国語力向上事業、教職員研修事業、子ども教育支援センター事業】 

 

２．学力向上の取組みの充実と教員の指導力向上（内容・充） 

「全国学力・学習状況調査」等の結果から、学校ごとの児童生徒の学力や学習状況を分析し、成果と課

題に基づき、各校における短期・中期・長期ごとに取組みを計画して授業等の改善に取り組みます。特に、

ICT 機器を有効に活用して、本市の課題である思考力・判断力・表現力の育成のために思考ツール（シン

キングツール）を用いた授業実践に取り組みます。 

特に、教員の指導力向上にあたっては、各校の学力向上担当者を中心とした校内研究体制を構築し、

課題に正対した授業実践を伴った校内研修を組織的に進めます。また、日常的なＯＪＴに加えて計画的

な研修の実施等の取組みを推進します。その際、子ども教育支援センター等による指導助言を積極的に行

います。 

また、ＩＣＴ機器の活用や新たな教材、学習活動を取り入れ、個別最適な学びと協働的な学びの一体

的な充実に向けた研究に取り組みます。 

【事業名：教職員研修事業、子ども教育支援センター事業】 

 

３．読書活動の推進（内容・継） 

言語力向上司書職員を全校に配置し、司書教諭やボランティア、市立図書館等と連携し、「河内長野

市第４次子ども読書活動推進計画」に基づき、各小中学校において、読書週間の設定や読書ノートを活

用した子どもの読書活動の推進を図ります。 

【事業名：国語力向上事業】  

 

【関連する個別計画】 

 計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

第４次子ども読書活動推進計画 R3～R7 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標２ 豊かでたくましい人間性を育む教育の充実 

 学校教育課  

  

１．道徳科を要とした学校・家庭・地域と一体となった道徳教育の充実（内容・継） 

人や社会、自然と関わる直接的な体験を通じて、児童生徒が思いやりの心、よりよい人間関係、自己肯定

感、規範意識等を醸成することができるよう、道徳科を要として学校・家庭・地域のつながりの中で道徳教育を

推進します。 

道徳教育推進教師を中心に、児童生徒が道徳的価値の理解を基に、物事を多面的・多角的に考え、議

論することにより、自己や人間としての生き方について考えを深める学習を行えるような指導方法（問題解決

的な学習や体験的な学習を取り入れた指導等）や「考え議論する道徳」への授業づくり、一人ひとりの成長を

認め励ます個人内評価のあり方についての研究を学校全体で組織的に進め、道徳教育の充実を図ります。そ

のため、各学年における指導内容を確実に取り扱えるよう授業時数を確保します。 

    

２．基本的人権の享有を保障する教育の推進（小中一貫した人権教育カリキュラムの充実）（内容・継） 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進に関する法律」、「部落差別の解消の推進に関する法律」の人権 3 法及び大阪府人

権 3条例を踏まえ、小中学校において人権教育年間指導計画に基づいた計画的な指導を進めます。 

また、人権教育の実施にあたっては、人権及び人権問題に関する児童生徒の正しい理解を深め、部落差

別をはじめ、在日外国人、インターネット上の誹謗中傷等に係る人権問題など、様々な人権課題の解決のた

めに、児童生徒の実態や発達段階に応じた人権教育の充実を図ります。 

【事業名：教職員研修事業、人権教育推進事業】 

 

３．学校が安心できる居場所となる集団づくり【重点実施施策】（内容・体制・充） 

学校が、子どもの人権が尊重され安心して学習できる居場所となるよう、人権に関する様々な学習を推進

するとともに、命にかかわる重大な人権侵害事象であるいじめの未然防止に取り組みます。深刻ないじめ問題

を発端に、道徳が教科化されたことを踏まえ、いじめについて考え議論する道徳に取り組みます。その際、「いじ

め防止基本方針」に基づき、早期発見・対応に努め、子ども同士のつながりを深め、互いの違いを認め合える

集団づくりに取り組みます。 

また、小中一貫した指導体制を活かして、不登校やいじめ等の課題解決を図るため、中学校区で部落問

題等をテーマに据えた人権教育の公開研究授業に取り組み、すべての教職員が人権に対する理解を深め、

人権感覚を身に付け、人権教育の指導力を向上します。 

【事業名：相談員等派遣・配置事業】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市人権教育基本方針 R2 年度～ 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

河内長野市小中一貫教育つながりアップカリキュラム R3 年度～ 

河内長野市いじめ防止等基本方針 R1 年度～ 

教育大綱 方針Ⅰ 

【令和７年度の主な取組み】 
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目標３ 健やかな体づくりの充実 

 学校教育課 

 

  

  １．子どもたちの体力向上への取組み（内容・継） 

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」や大阪府による小学校３,４学年の体力向上事業の結果

分析から、児童生徒の体力や運動能力等の状況を把握し、運動やスポーツの「楽しさ」を実感できる授業づ

くりに取り組みます。 

また、各校での調査結果の分析を踏まえた「体力向上推進計画」を策定し、実態に応じた体力づくりの取

組みを進めます。 

【事業名：学校保健管理事業(小)、学校保健管理事業(中)】 

 

２．中学校 運動部活動の充実【重点実施施策】（内容・体制・充） 

部活動は、生徒の自主的、自発的な参加により行われ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等

に資するものであり、生徒の心身のバランスのとれた育成のために活動の充実を図ります。その際、本市部活

動ガイドラインに則り、地域や学校の実態に応じ、地域の人々の協力、各種団体との連携など、運営上の工

夫を行います。 

また、国の進める休日の部活動の地域連携・地域移行の実施等に向け、学校外の組織や人材との連

携・協力を組織し、本市に最もふさわしく、持続可能な部活動の地域連携・地域移行の体制の構築を図り

ます。 

【事業名：クラブ活動充実事業、生徒・進路指導充実事業】 

 

３．安全で安心な学びの場づくり（内容・体制・継） 

子どもたちが安全に安心して学ぶことができるよう、自然災害や事件・事故に遭わないための防災・防犯教

育、感染症に係る正しい知識・理解を深める学習や不安・ストレスに対するサポート、児童虐待を見逃さな

いための教職員研修等の一層の充実を図ります。 

また、あらゆる教育活動を通じて、相互に気持ちを伝え合う環境を醸成するとともに、命を大切にする教育や

自尊感情を育てる教育を計画的に進めます。 

【事業名：子ども安全対策事業、学校保健管理事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

 

 

 

計画名 計画期間 

河内長野市第４次保健計画 R1～R8 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標４ 支援教育の充実 

                                   学校教育課 

                                      

                           

１．「ともに学び ともに育つ」教育の推進（内容・継） 

すべての子どもが、『ともに学び ともに育つ』という観点から、それぞれの子どもが、充実した学校生活を過ご

し、生きる力を身に付けていくことができるよう、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえた取組みを推進し

ます。そのために、「ユニバーサルデザインによるわかる授業づくり」と「互いの違いを認め合える集団づくり」に取り

組みます。 

【事業名：教職員研修事業、人権教育推進事業】 

 

２．一貫した支援のための就学相談、支援の充実（内容・継） 

乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、地域で切れ目ない支援が受けられる支援体制を実現する

ために、教職員や保護者に対し、支援教育に関する相談を実施するとともに、サポートブックはーと（※）を

活用した「個別の教育支援計画」を作成し、関係課や関係機関等とのより一層の連携の推進を図ります。 

市教育支援委員会を中心に、各園及び他課、関係機関等との連携を図りながら、配慮の必要な幼児や

障がいのある幼児の適切な就学先の決定に向けた取組みの充実を図ります。 

※ サポートブックはーと：連続した支援を実現するための情報の共有を目的としたファイル。 

【事業名：相談員等派遣・配置事業、教育相談センター事業】 

 

３．一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実（内容・充） 

発達障がいを含む障がいのあるすべての子ども一人ひとりについて、障がいの状態や教育的ニーズ、本人及

び保護者の意見等を踏まえた総合的な観点から、学びの場の判断を進めます。また、自立活動を取り入れ

た個に応じた特別の教育課程を適切に編成し、確実な実施により指導の充実を図ります。 

特に、教員と福祉や医療、心理分野等の専門職との連携を充実し、様々な要因により配慮を必要とする

子どもたちのつまずきや生きづらさに寄り添い、支援することのできるしくみづくりについて実践・研究を進めま

す。 

大学等と連携した教職員の実践力・指導力を高める研修を実施し、専門性の向上を図り、「個別の指導

計画」に基づいたきめ細やかな支援教育の充実に取り組みます。また、支援学級や通級指導教室において、

適切な指導・支援が行われるよう、教職員の専門性向上を図ります。 

【事業名：支援教育推進事業（小）、支援教育推進事業（中）】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

河内長野市人権教育基本方針 R2 年度～ 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

河内長野市学校園に属する職員に係る障がいを理由とする差別の解消の推進に

関する対応要領 

R3 年度～ 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標５ 食に関する指導の充実 

学校教育課 

                          

  

１．安全で安心できる学校給食の推進（内容・継） 

成長期にある児童生徒の心身の健全な発達のため、献立委員会で毎月の献立を検討し、旬の食材を使

い、伝統行事食を盛り込むなど、季節感のある栄養バランスのとれた豊かな学校給食を提供します。 

また、安全・安心な学校給食の提供のため、物資購入委員会で食材の品質等を検討し選定するとともに、

各学校の配膳室、学校給食センターの安全管理並びに衛生管理の徹底を図ります。 

河内長野市第４次保健計画をふまえ、保護者と連携しながら、子どもの発達段階に応じて、生涯を通じた

健全な食生活の実践や健康の増進、食文化の継承をめざします。 

また、レシピ集を活用した子どもによるお弁当づくりの取組み等を進め、栄養教諭と連携した食育授業の充

実を図ります。 

【事業名：学校給食推進事業】 

 

２．学校給食の基本方針に基づいた給食提供の構築【重点実施施策】（内容・継） 

社会情勢や共働き世帯の増加等の労働環境の変化などに伴い、家事労働の負担軽減のために学校給

食の必要性が高まっています。これらのことから、小学校に加えて中学校における全員給食を実施するとともに、

学校給食センター設備の老朽化対策などの課題を解決するため、旧赤峰市民広場エリアに新たな学校給食

センターの整備を行います。 

新学校給食センターの整備については民間活力導入手法の一つである、設計・建設・運営・維持管理な

どを包括的に行うＤＢＯ方式（Design Build Operate 方式）を採用し、令和９年１月の運営開始並

びに中学校全員給食開始を目指して取り組みます。 

また、各中学校においては、全員給食の受け入れに対応するため配膳室の整備を行います。 

【事業名：学校給食推進事業、学校給食施設整備事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市第４次保健計画 R1～R8 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標６ 伝統・文化や英語教育等の特色ある教育の推進 

学校教育課・社会教育第２課 

  

 

１．郷土の歴史や文化・伝統に関するふるさと学の推進（内容・継） 

児童生徒が故郷を愛し、誇りに思い、語れることをねらいとして、オリジナルの副読本を活用した「ふるさと学」

に取り組み、郷土の歴史や文化、伝統をはじめ、日本遺産認定の背景も含めた河内長野に関する学習の

充実に取り組みます。学習の展開にあたっては、本市の地域に点在する多くの歴史文化遺産を活用し、学

芸員等による出前授業、滝畑ふるさと文化財の森センターやふるさと歴史学習館等の郷土歴史学習施設の

積極的な利用を図ります。 

また、コンクール等を実施し、ふるさと河内長野に愛着を持ち、ふるさとの良さを発信できる児童生徒を育

成します。 

【事業名：教科用図書給与事業、歴史遺産活用事業】 

 

2．英語教育の充実（内容・充） 

小学校において、外国語科（５、６年生）、外国語活動（３、４年生）とともに、小学校１、２年生

において教育課程特例校制度による英語活動を実施します。その際、全校に配置しているＮＥＴ（※）

等を活用し、英語教育の充実及び、小学校教員の英語力と授業力の向上に取り組みます。特に、小学校

３年生において、ＮＥＴを活用して、英語で表現する機会の充実を図り、主体的に英語でコミュニケーション

を図ろうとする態度の育成に取り組みます。 

また、中学校において、英語学習ツール(BASE in OSAKA)の活用や大阪府作成の教材（STEPS in 

OSAKA）により、基礎的な技能の定着を図るとともに、３年生を対象に公費補助による英検受験を推奨

し、中学校卒業時に英検３級程度の英語力を身に付けさせることができるよう取組みを進めます。 

※NET：Native English Teacher（英語指導支援員）の略 

【事業名：英語教育推進事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市第 2期文化振興計画 H28～R7 年度 

河内長野市文化財保存活用地域計画 R 元～R7 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標７ ICT 環境等を活用した教育の充実 

                                   学校教育課 

  

 

１．１人１台の端末を活用した授業改善の推進や情報活用能力の育成（内容・継） 

子どもたち一人ひとりの資質・能力を一層確実に育成するため、これまでの教育実践の蓄積を生かしながら、

１人１台学習者用端末を有効活用し、思考力を育成するための授業改善の推進、主体的・対話的で深い

学びの実現や情報活用能力の向上をめざします。 

また、小中学校において、論理的思考力や創造性、問題解決能力を育むプログラミング教育について、ロボ

ット教材等を活用した体験的な学習を進めます。 

【事業名：情報教育推進事業】 

 

２．インターネット環境を活用した遠隔授業の推進（内容・継） 

学校間の授業や行事での交流、不登校児童生徒の学習支援等のために、インターネット環境や１人１台

学習者用端末を活用した遠隔授業等についての取組みを進めます。 

また、JICA 等との連携や、ICT を活用した国際理解教育においては、授業で培った英語力を積極的に活

用する態度を身につけたり、自国や外国の歴史・文化等を深く理解し、多様なものの見方などを身に付けること

ができるよう、子どもたちが自ら課題を見つけ、交流や探究を行ったり、子どもたちの主体的な活動への参加が

促されるよう取組みを進めます。 

【事業名：情報教育推進事業、子ども教育支援センター事業】 

 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標８ 一貫性のある指導体制の構築 

                                    学校教育課 

                           

 

１．幼児教育から義務教育修了までの校種間の円滑な接続のための取組みの充実（内容・継） 

小中一貫した授業スタンダードを確立し、ユニバーサルデザインの観点を踏まえたわかる授業づくり（授業の

構造化、ＩＣＴ機器を有効活用した教材の視覚化など）に取り組みます。 

また、中学校区単位で、児童生徒が、授業の中で意見を出し合い考え議論する場面を取り入れ、ともに学

び合う学習集団づくりの研究を進めます。 

市公私立保幼こ小連絡会を中心に幼児教育の連携・交流の充実を図り、国の「幼保小の架け橋プログラ

ム」や「幼児期の終わりまでに育ってほしい１０の姿」を踏まえ、基本的生活習慣を身に付けたり、コミュニケー

ション能力や自己肯定感、規範意識等の非認知能力を育成する取組みを推進します。 

【事業名：小中一貫教育推進事業】 

 

２．小中一貫教育の推進及び施設一体型小中一貫教育推進校の設立【重点実施施策】（体制・継） 

これまで進めてきた本市の小中一貫教育の蓄積を生かし、学校規模に応じたメリットを最大限発揮できるよ

う、学校区ごとの実情に応じた小中一貫の教育活動を進めます。特に、南花台中学校区において、施設一体

型のメリットを最大限に活かした教育活動に取り組みます。 

また、小規模化する学校の活性化や教育内容の充実に向けて、「河内長野市学校のあり方の方針」を踏

まえ、美加の台中学校区の施設一体型小中一貫教育推進校の設立に向けて、大学等とも連携しながら学

校の指導体制の構築や小中合同による効果的な教育活動の研究を進めます。 

【事業名：小中一貫教育推進事業】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市幼児教育推進指針 H28 年度～ 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

河内長野市小中一貫教育つながりアップカリキュラム R3 年度～ 

河内長野市学校のあり方の方針 R1～R7 年度 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標９ 家庭・地域との協働による学校づくりの推進 

                                                       学校教育課 

 

                           

１．学校運営協議会の充実（体制・継） 

市立全小中学校で実施している学校運営協議会の機能を活かして、各学校において学力向上や体験

活動、不登校など、各学校の教育課題を、教職員と地域の方々が共有し、課題解決に向けて、教育活動

の質的向上を図れるよう取り組みます。 

【事業名：学校運営協議会事業】 

 

２．教育コミュニティづくりの推進（体制・継） 

地域、家庭、学校のそれぞれの教育における役割と責任を明確にし、互いに補完し合いながら地域総ぐる

みで子どもを育てる土壌づくりを推進します。 

【事業名：学校運営協議会事業、学校支援サポート事業、地域学校協働活動推進事業】 

 

３．公民館施設と学校の複合化による教育内容の充実（体制・継） 

学校の小規模化により、社会性やコミュニケーション能力を育成する教育活動への制約や集団の中で多

様な価値観に触れる機会の減少などのデメリットを解消するため、「河内長野市学校のあり方の方針」を踏ま

え、引き続き学校と公民館の施設の複合化に向けた検討を進めます。 

特に、加賀田小学校においては、複合化のメリットを生かして、児童と公民館施設に集う方々との交流を

通して、多様な学習機会を創出するとともに、子どもの社会性の向上を図ります。 

 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標 10 安全・安心な学校施設の維持・充実 

                            

     教育総務課 

 

 

 

１．学校施設整備の推進（環境・継） 

① 学校施設のトイレを洋式化・乾式化整備することにより、快適で清潔感のある良好なトイレ環境の確保

を図ります。令和７年度は、三日市小学校、千代田中学校のトイレを洋式化し、また校舎躯体に影響が

及ばぬよう、長寿命化の観点を踏まえ、乾式化工事を実施します。 

【事業名：学校施設・設備整備事業（小）（中）】 

 

② 令和 7 年度は、建築基準法に基づく特殊建築物である小中学校の敷地、構造及び建築設備の定期

調査・報告を実施し、施設の安全性の確認を行います。 

【事業名：学校施設管理事業（小）（中）】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市学校施設長寿命化計画 R3～R22 年度 

河内長野市都市計画マスタープラン H28～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標 11 学校教育を支える教育環境の維持・充実 
                        

             教育総務課 

 

                           

 

１．教育情報ネットワークシステム等の充実及び運用管理（環境・継） 

市教育委員会と市立小中学校２０校を結ぶ教育情報ネットワークシステムの安定的な運用管理を行い

ます。 

【事業名：教育情報化推進事業（小）(中）】 

 

２．学習者用端末等の運用管理【重点実施施策】（環境・継） 

児童生徒１人１台の学習者用端末等について、安定的な運用管理を行います。また、学習者用端末

の全台一括更新を令和７年度に行います。 

【事業名：教育情報化推進事業（小）(中）】 

 

３．施設一体型小中一貫教育推進校の施設整備【重点実施施策】（環境・充） 

美加の台地区において、学校の小規模化や社会性・コミュニケーションの育成等の課題に対応するため、

美加の台小学校と美加の台中学校を施設一体型小中一貫教育推進校として整備する取組みを進めま

す。 

【事業名：学校施設・設備整備事業（小）（中）】 

 

４．小中学校体育館における空調設備整備【重点実施施策】（環境・継） 

昨今の夏の暑さに対する熱中症対策として、児童・生徒の健康と快適な学習環境の提供に向けた取り組

みを進めていくため、小中学校の体育館において空調設備の整備を進めます。 

【事業名：学校施設・設備整備事業（小）（中）】 

 

５．次期学校のあり方の方針の策定（環境・新） 

児童生徒の減少による更なる学校の小規模化の進行が、学校の教育活動に対し様々な影響を及ぼすこ

とが懸念されるため、現在の本市教育の課題に対応した学校のあり方の方針の検討を進めます。 

【事業名：教育委員会管理事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市学校のあり方の方針 R1～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅰ 
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目標 12 市民のニーズに応じた学びの場や機会の提供と市民の学習活動支援体制の充実  
                                     

社会教育第１課 

 

                           

 

 

１．市民大学「くろまろ塾」などの生涯学習の推進（内容・継） 

市民大学「くろまろ塾」などの生涯学習の推進に努め、市民が学びを通じて地域社会へ貢献し、まちづくり

へ参画する生涯学習社会のために、様々な講座等を実施します。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

２．生涯学習情報の提供（内容・継） 

市ホ－ムページや SNS などを通じて、広く生涯学習情報の発信を図り、市民一人ひとりが希望する生涯

学習情報を得ることのできる環境を整えます。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

３. 市民交流センター機能、管理運営体制の検討（内容・継） 

市民交流センターは、社会教育関係機能（図書館、青少年センター）と国際交流センター機能等を中

心に、生涯学習の拠点として整理を図りながら、行政課題や歴史遺産による活用、青少年の居場所など、

多くの市民にとって親しみやすい施設となるよう活用を図っていきます。 

なお、今後も効率的・効果的な活用を図るために、引き続き施設の機能や管理運営体制の検討を行って

いきます。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市文化財保存活用計画 H30～R7 年度 

河内長野市第 2期文化振興計画 H28～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 13 社会教育の推進 
                                  

社会教育第１課 

 

  

 

１．公民館を中心とした社会教育の推進【重点実施施策】（内容・充） 

社会教育を基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づくりに向けて以下のとおり取り組みます。 

① 学びへの参加のきっかけづくりの推進  

② 様々な団体や機関との連携・協働の推進 

③ 多様な人材の幅広い活躍の促進 

④ 今後の社会教育を推進するための仕組みづくり 

公民館は、今後求められる役割を踏まえ、地域における学びの拠点としての機能を果たしていきます。 

【事業名：公民館管理運営事業】 

 

２．社会教育委員会議及び公民館運営審議会による社会教育の活性化（体制・継） 

持続可能な社会のための課題や、市民の学習ニーズを踏まえ、社会教育施設や団体などと協力しながら、

社会教育事業や活動はどうあるべきかを審議し、方向性を見出していくことで社会教育を活性化します。 

【事業名：社会教育委員会議事業】 

 

３．公民館と小学校の複合化【重点実施施策】（環境・充） 

「河内長野市公共施設個別施設計画」や「河内長野市学校のあり方の方針」を踏まえ、公民館と小学

校の複合化を進めていきます。 

また、複合化により、学校と地域の連携・協働の強化による教育の質の向上が見込まれ、条件が整ってい

る加賀田公民館と加賀田小学校を複合化のモデルケースとして整備を進めます。 

さらに、次に複合化を進める公民館について、実施に向けた検討・準備を進めます。 

【事業名：公民館管理運営事業】 

 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市文化財保存活用計画 H30～R7 年度 

河内長野市第４次地域福祉計画  R3～R7 年度 

河内長野市第 4次保健計画 R1～R8 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 14 市民の読書活動の推進 
                      

社会教育第２課 

  

 

 

１．子どもたちや市民の読書活動の推進（内容・継） 

「子ども読書活動推進計画」に基づき、学校、保育所・幼稚園・認定こども園、保健センター、「あいっく」や

放課後児童会など、子どもの読書環境に関わる各機関やボランティアと連携しながら、子どもたちに読書の楽

しみを伝える環境づくりをより一層推進します。 

 また、図書館事業計画に基づき障がい者、高齢者を含めた多様な市民が読書に親しむことができるように、

図書館へ来館が困難な利用者への郵送貸出ほか利用者に対応したサービスの充実に努めます。 

 「子ども読書活動推進計画」は令和７年度に計画期間が満了することから、令和７年度中に改定しま

す。 

【事業名：読書振興事業、図書館管理運営事業】 

 

２．課題解決型図書館に対応した情報発信や資料提供、各種講座の実施【重点実施施策】（内容・充） 

市民が直面する日常の課題の解決に向け、医療・健康・福祉・英語多読などに関する時代に即した資料

（録音図書や電子書籍なども含む）の充実、こもれび広場の活用などに取り組みます。 

また、所蔵する郷土歴史資料の撮影作業を実施するとともに、デジタルアーカイブを利用して古絵図の活

用を進めるほか、多様な切り口による図書館資料の展示や講座の開催などにより、読書振興を図ります。 

ＳＤＧｓの目標で分類した市民公益活動などに関するチラシを提供し、図書館の高齢者サービスや地

域資料サービスの充実を図ります。また除籍した資料の一部は市内の公共施設等でのリサイクル本として活

用し、読書振興を図ります。 

【事業名：読書振興事業、図書館内サービス事業】 

 

３．地域や市民との連携による読書活動の推進（体制・継） 

図書館と協働して地域や学校での読書活動の推進を担う人材を支援するためにボランティア講座を開催

するほか、図書館の各種事業に関連するボランティア活動を支援します。図書館の各種事業の実施において

は、おはなし会、さわる絵本の制作、対面朗読、代読、図書の音訳や点訳、まちかどカフェなどのボランティアと

連携し、読書活動を推進します。 

【事業名：読書振興事業、図書館ボランティア活動推進事業】 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市立図書館基本計画 H7 年度～ 

河内長野市第４次子ども読書活動推進計画 R3～R7 年度 

河内長野市立図書館の事業の実施等に関する基本的な運営の方針 R6 年度～ 

河内長野市第 4次地域福祉計画 R3～R7 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 15 図書館や公民館図書室の充実 
                                 

社会教育第２課 

                           

 

 

１．ＩＣＴを活用した図書館サービスの充実（環境・充） 

市民の情報収集拠点である図書館として、市民が図書館資料のほかにインターネットを利用した情報入

手ができる環境を整備します。図書館内で Wi-Fi 利用環境を提供するとともに、レファレンス（調査相談）

サービスを実施することで情報収集の支援を行います。電子書籍などの利用を推進するとともに、市立小中

学校に在籍する小学４～６年生、中学１～３年生及び教職員に電子書籍の利用者ＩＤを配付、また

市内高等学校等にも利用希望を調整のうえ利用者 ID を配付し、児童生徒の読書機会の充実を図りま

す。 

また、図書館ホームページの充実により、図書館に来館しなくても資料を探すことができる非来館型図書

館サービスの向上や、利用者カードのバーコードをスマートフォンで表示する機能の周知、利用者カードと交通

系ＩＣカードの連携による利便性の向上、ロゴフォームを利用したインターネットを通じて利用者カードの申し

込みができるサービスの周知にも取り組みます。 

【事業名：図書館内サービス事業、図書館管理運営事業】 

 

２．公民館図書室・自動車文庫の資料整備など読書環境の拡充（環境・継） 

公民館図書室や自動車文庫でのスムーズな図書及び資料情報の提供に努め、図書館遠隔地の市民の

利便性を高めます。また、学校施設と公民館の複合化に合わせ、当該公民館の図書室のシステムや蔵書に

ついて検討します。 

    【事業名：公民館ネットワーク事業、自動車文庫事業】 

 
 
【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市立図書館基本計画 H7 年度～ 

河内長野市第４次子ども読書活動推進計画 R3～R7 年度 

河内長野市立図書館の事業の実施等に関する基本的な運営の方針 R6 年度～ 

河内長野市第 4次地域福祉計画 R3～R7 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅱ 
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目標 16 歴史文化遺産の保存・継承と活用 

 

社会教育第２課 

 

 

１．指定文化財の保存・継承の推進（内容・充） 

市内の指定文化財の保存・継承を推進します。文化財所有者が実施する文化財保存修理事業（金

剛寺築地塀、観心寺地蔵菩薩立像、烏帽子形八幡神社本殿防災設備等）への補助や指導等の支援

を実施するとともに施設管理・防災設備保守点検事業などについても同様の支援を行います。 

【事業名：指定文化財保存事業】 

 

２．埋蔵文化財・未指定文化財の調査の実施（内容・充） 

開発事業や個人住宅の建設等の際、敷地内の埋蔵文化財の発掘調査を行います。特に高向・上原地

区で行われる土地区画整理事業に関し、埋蔵文化財の調査を実施します。 

また、未指定の歴史文化遺産や複数の歴史文化遺産の相互関係について調査を実施し、必要に応じて

保存措置の検討を行います。無形民俗文化財については、全市域を対象として、祭礼をはじめとする伝統

行事や習俗の実施状況の調査を行います。 

【事業名：埋蔵文化財発掘調査事業、文化財保護審議会事業】 

 

３．歴史文化遺産の活用の推進【重点実施施策】（内容・充） 

① 教育分野での活用 

市内の小中学校、高等学校で行う郷土歴史学習、歴史文化遺産をテーマとする講演会・展示会を市

民対象に実施します。また、河内長野市文化財保存活用地域計画を踏まえて地域住民やボランティアと協

働で歴史文化遺産を幅広く活用することで、ふるさと意識の高揚を図ります。 

さらに、社会教育の観点から、地域に伝わる祭礼・伝統行事・習俗等をまとめた本市独自の『歳時記』の

作成を引き続き行います。『歳時記』は図書館、郷土歴史学習、放課後子ども教室や公民館講座等で活

用することで、古いしきたりや行事から引き継がれてきた先人の知恵を学ぶとともに、これからの社会に適応し

貢献できる力を培います。  

また、文化財をライトアップすることによって、乳がん検診を勧奨するなど、健康増進に向けた啓発等、他部

局と連携した取組みを進めます。 

② 観光分野での活用 

日本遺産関連イベントや万博等での展示ブースの出展や、市内外で講演会等を開催するほか、ホームペ

ージなどを活用して市内の歴史文化遺産の魅力を全国へ向けて発信します。 

③ 景観分野での活用 

地域の歴史的景観の特色に関する普及啓発事業等を実施し、住環境の魅力向上につなげます。 

④ 地域づくり分野での活用 

地域まちづくり協議会や自治会と連携し、地域住民が地域に伝わる歴史文化遺産の魅力を再発見する

ことなどを通じて地域社会の活性化と住民の主体的なまちづくりを支援します。 

【事業名：歴史遺産活用事業】 

 

 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅲ 
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【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市歴史文化基本構想 H28 年度～ 

河内長野市文化財保存活用地域計画 R1～R7 年度 

 



 

29 

目標 17 青少年の健全な成長を支援する体制づくり 
                                     

社会教育第１課 

 

 

 

１．青少年を育む地域での活動の深化（体制・継） 

青少年指導員や青少年健全育成会、地域の子ども会等とともに、青少年を育む地域での活動を深化さ

せ、地域や学校とも連携し、体験活動をはじめとする様々な青少年育成事業を実施します。 

【事業名：青少年健全育成事業】 

 

２．青少年の健全な成長を支援する体制づくり（体制・継） 

若者が、自ら考え、自ら判断し、行動できる大人として、社会で活躍できるよう、青少年指導員と連携し、

体験活動等を通じて社会参画を促す体制づくりを目指します。 

また、ひきこもりに悩む青少年やその家族に対して、相談窓口を紹介するほか、農業や工作体験等による

社会参加のきっかけとなる居場所づくりを行います。 

【事業名：青少年社会参画推進事業、子ども若者育成支援推進事業】 

 

３．通学路等の安全確保や見守り活動の実施（体制・継） 

市内１３小学校の通学路を中心に青色回転灯付きパトロール車両を巡回させ、児童の安全確保を図り

ます。 

【事業名：子ども見守りパトロール事業】 

 
 
【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

河内長野市第２期文化振興計画 H28～R7 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅴ 
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目標 18 家庭の教育力の向上 
                              

社会教育第１課 

  

                           

 

１．家庭教育支援講座や親学習などの学習機会の提供（体制・継） 

各小中学校等の協力を得て、家庭教育支援講座の充実を図ります。 

また、保護者や小中学生を対象とした「親楽習」講座を実施し、家庭における教育の重要性について理

解が深まるよう、学習機会の提供を行います。 

【事業名：家庭教育・子育て支援事業、ＰＴＡ活動支援事業】 

 

 
【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

人権施策推進プラン H28～R7 年度 

 

教育大綱 方針Ⅴ 

【令和７年度の主な取組み】 
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目標 19 地域総ぐるみで子どもを守り育む環境づくり 

                              

学校教育課・社会教育第１課 

  

 

 

１．学社連携・融合事業の推進（体制・継） 

学校教育において、社会教育と連携した教育活動が推進できるよう、各種の教育課程に事業を組み入

れ、社会教育活動を展開する団体等と学校とのコーディネートを行っていきます。 

また、学校と公民館との複合化が予定されている地区において、複合化後の活動のより具体的方法につ

いて検討し、実施していきます。 

【事業名：開かれた学校推進事業、土曜学習事業、公民館管理運営事業】 

 

２．地域学校協働活動推進事業の実施（体制・継） 

幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校の施設を核

とした地域づくり」を目指して、地域と学校が連携・協働して様々な活動を企画します。 

また、学校と公民館との複合化にあわせた地域学校協働活動等の体制づくりを進めます。  

【事業名：開かれた学校推進事業】 

 

３．新・放課後子ども総合プランの推進（内容・継） 

様々な体験活動を提供し、子どもたちの「生きる力」を育むため、社会教育施設や余裕教室等を利用し、

地域住民の参画も得て、安全で安心できる子ども教室を実施します。 

【事業名：放課後子ども教室事業】 

 

４．子どもの体験活動機会の充実【重点実施施策】（体制・充） 

学校の週休日などに様々な体験活動を通じて、子どもたちが技術や知識とともに、ものの考え方や生活習

慣などを学ぶ機会を提供していきます。また、関係各課と連携して、実施手法を研究・検討しながら英語での

日常体験や科学講座などの活動の充実を図っていきます。 

さらに、地域の伝統文化の継承について、地域住民と子どもが交流しながら体験する取組みを進めます。 

【事業名：土曜学習事業、放課後子ども教室事業】 

 

 

【関連する個別計画】 

計画名 計画期間 

河内長野市第４次地域福祉計画 R3～R7 年度 

河内長野市こども計画 R7～R11 年度 

 

【令和７年度の主な取組み】 

教育大綱 方針Ⅴ 


